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マダガスカル共和国月報（２０１６年１月） 

主な出来事 

●２２日，最高憲法院(ＨＣＣ)にて，昨年１２月２９日に実施された上院選挙の結果が正式発表。

結果，与党ＨＶＭ党（大統領派）が４２議席中３４議席を獲得することが確定。大統領任命枠の２１

議席と合わせれば，上院６３議席中５５議席まで大統領派が占め得る見通し。 

 

【内政】 

●路上露天商・行商人排除の動き 

８日，アンタナナリボ市内アナラケリー地区のマーケットにおいて，治安当局による周辺の不法な

路上露天商・行商人排除の動きに反発した露天商などが投石を行うなどしたため，一帯が混乱し，

治安部隊と衝突する事態が発生した。この鎮圧のため治安部隊側が催涙ガスを使用した。（９日

付当地主要各紙） 

 

●大統領主催新年祝賀会の開催  

８日，ラジャオナリマンピアニナ大統領は，大統領府において，閣僚，政界関係者，経済界関係者，

外交団等総勢約１，７００名を招いた新年祝賀会を開催した。歴代大統領の中では，ラヴァルマナ

ナ元大統領夫妻が出席した。大統領はスピーチにおいて，「２０１５年は，マダガスカル及び国民

にとって，洪水と干魃という異常気象による試練の年ではあったが，政治的試練の中にも政治的

安定に向けた行動により希望が見え，ＡＧＯＡに象徴されるように雇用の創出を伴う経済開発が

開始された年ともなった。」と述べた。さらに，「政治的安定については，平穏裡に実施された地方

選挙及び上院選挙によってマダガスカルの新たな政界地図が描かれた。恒常的な政治的安定が

強化され，マダガスカル国民の意志を結集した経済再建が加速している」と述べた。なお，新年祝

賀会は多くの予算を使うとして批判されており，市内では，抗議の意思を示すため，空の皿を並べ

るパフォーマンスを行う団体も見られた。（９日付当地主要各紙） 

 

●エパルス諸島の領有権問題を巡る，仏の対応への抗議デモ行進 

９日，首都において，エパルス諸島の領有権問題を巡る，仏の対応への抗議デモ行進が実施さ

れたが，配置された治安関係部隊によって鎮圧された。同抗議デモは，当局の許可が得られてい

なかった。（１１日付当地主要各紙） 

 

●ワシントン条約（CITES）第６６回常設委員会の開催 

１４日，ベブアリミサ環境・エコロジー・森林大臣出席の下，ワシントン条約（CITES）第６６回常設

委員会が開催され，マダガスカルのローズウッドが議題に上り，マダガスカル政府が求めていた

押収ローズウッドの売却許可は否決された。CITES 事務局側は押収されたローズウッドが売却さ

れた場合，不法取引を行っている人物・組織が得をし，さらなるローズウッドの不法伐採につなが

るリスクがあると述べ，売却後の利益を信頼のおける特別基金に入れるべきと説明した。さらに，
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CITES 事務局は「マダガスカルは押収されたローズウッドに関する交渉について考える前に，不

法行為の撲滅に対して努力を払うべきである。」としている。また，CITES 事務局は，「これはマダ

ガスカルに対する最終通告であり，もし本年９月の第６７回常設委員会までに改善が見られない

場合には，ローズウッド以外の保護すべき動植物全ての禁輸等を含める新たな措置を取ることも

検討する」としている。（１４日，１５日付当地主要各紙） 

 

●首都のゴミ問題に関する議論  

マダガスカルの首都のゴミ山積問題は続いており，ラヴェルナリブ首相は，ンダヒマナンザラ水・

衛生・排水問題大臣，首都維持管理課（ＳＡＭＶＡ：首都におけるゴミ収集を担当）課長及びララ

オ・ラヴァルマナナ市長を召集した。しかしながら，ララオ・ラヴァルマナナ市長は欠席し，代理人も

出席しなかった。市長の広報担当は公式に召集されていなかったと主張している。（２１日付ミディ

紙）  

 

●上院選挙結果の正式発表 

２２日，最高憲法院(ＨＣＣ)にて，昨年１２月２９日に実施された上院選挙の結果が正式に発表され

た。その結果，与党ＨＶＭ党が選挙対象の４２議席中３４議席を獲得することが確定し，大統領が

任命する２１議席と合わせれば，上院６３議席中５５議席まで大統領派が占め得る見通しとなった。

本件選挙に対し，１３件の異議申立てが野党から出されていたが，うち８件は提出期限を過ぎて

いたため受理されず，２件は異議申立て資格の欠如のため受理されなかった。また，３件は証拠

不十分のため棄却された。（２３日付当地主要各紙） 

 

●ラジョリナ前暫定大統領の大統領選挙出馬意図表明 

１４日，ラジョリナ前暫定大統領が仏から帰国し単独電話インタビューで２０１８年大統領選挙への

準備について聞かれ，「自分は２０１８年大統領選挙の候補者である」と答えた。さらに，「現政権

からの接触は一方的に断絶している。仏では学習生活を送っている。現政権の監視や盗聴の対

象とはされていない」と述べた他，（暫定政権時代のラジャオナリマンピアニナ財相と出会った経

緯につき問われ，）暫定政府樹立前夜に，マミー・ラヴァトマンガ氏（当国有数の実業家）から紹介

され，当初別の人物を当てようと考えていた財務・予算相に任命することにした。（裏切られ，後悔

しているかと聞かれ，）この件も含めて多くの政治家の手のひらを返す動きには勉強させられた」

と答えた。（１８日付ミディ紙） 

 

●「暗黒の月曜日」記念ミサ 

２００９年１月２６日の「暗黒の月曜日（ラヴァルマナナ元大統領に反対するデモ参加者の一部が

暴徒化し，公共放送など政府施設や商業施設を襲撃）」の記念ミサがＴＩＭ党主催で開催され，ラ

ヴァルマナナ元大統領が亡命先から帰国後初めて出席した。同元大統領は「過去は過去である。

現在及び未来に目を向けよう」と述べたが，それと同時に，危機打開のためのロードマップに記載
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されている，政変被害者に対する補償問題についても言及し「他の被害者と同じように，補償を待

っている。」と述べた。（２７日付当地主要各紙） 

 

●大統領就任記念インタビュー 

２５日に大統領が就任してから２周年となったことを受けて，２７日，国営テレビの特別番組でイン

タビューが放映され，大統領は「課題は山積している。この問題は特に教育・保健などの社会セク

ターで顕著である。国民に対して，共同体意識と愛国心を持つように求める」と述べたほか，「昨

年は行政府と国民議会との間で様々なことが起こった。その後，自分は議員達と議論を重ね，国

益のために共に行動を起こすことを合意した。その結果，最近では法令も（問題なく）採択されるよ

うになった。このことは現政権が国民議会内の多数によって支援されているということを示してい

る。」と述べた。さらに，上院選挙でＨＶＭ党が圧勝したのを受けて「マダガスカルは一党制だと言

っている者がいるが事実ではない。一連の選挙が実施されて，国民が決めたことである。」と述べ

た。（２８日付当地主要各紙） 

 

●腐敗認識指数（CPI）の発表式典 

２７日，トランスペアレンシー・インターナショナルは，腐敗認識指数（CPI）の発表式典を行った。同

式典で，マダガスカルの２０１５年の腐敗認識指数（１００を満点とする）は３年連続２８（調査を行っ

た全１７５カ国中１２３位）で改善が見られないことが発表された。同式典で演説を行ったヤマテ米

大使は，「マダガスカルが約束した汚職撲滅の取組みが続けられている」と述べる一方，「（希少

木材の不法取引にかかわる）大物マフィアの逮捕は殆ど一件もなく，ローズウッドの不法取引に

かかわった疑いのある人物は逮捕されたものの，その後釈放され，国外に出てしまっている」と批

判した。（２８日付当地主要各紙） 

 

【外政】 

１． 日本との関係 

●マダガスカルにおける青年海外協力隊員の活動 

マダガスカルでは現在１３名の日本人協力隊員が農村開発，保健，教育，スポーツなどの分野で

活動中。５月以降も新たな協力隊員が派遣される可能性がある。（１８日付ヌーベル紙） 

 

２． 諸外国・機関との関係 

●ＡＵ賢人会議メンバーのマダガスカル訪問 

５日から７日まで，ブラヒミＡＵ賢人会議メンバー（元アルジェリア外相）が政治危機脱出の進捗状

況の評価のためにマダガスカルを訪問し，ラジャオナリマンピアニナ大統領，ラクトマムンジ国民

議会議長，ラヴァルマナナ元大統領，ＭＡＰＡＲ（ラジョリナ前暫定大統領派）メンバー，ＨＣＣメン

バー，外交団などと会談した。評価報告書では「マダガスカルは国家の主要な組織の設置，グッ

ド・ガバナンス，社会経済開発及び復興，国民和解の分野で大きな努力を払った」としながらも「２
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００２年及び２００９年の政変の被害者補償などロードマップ上で終わっていない事項がある」と指

摘し，状況は「比較的脆弱なままである」と述べた。（７日，１３日付当地主要各紙） 

 

●米国務次官補の訪問 

９日から１１日までリンダ・トマスグリーンフィールド米国務次官補（アフリカ担当）がマダガスカルを

訪問し，ラジャオナリマンピアニナ大統領と会談した。同国務次官補は安全やガバナンス分野等

マダガスカル情勢の評価を行うこと及び協力強化の可能性模索を目的としてマダガスカルを訪問

した模様。（１２日付当地主要各紙） 

 

●グロブラー南ア大使の離任 

１１日，グロブラー南ア大使が離任挨拶のためラジャオナリマンピアニナ大統領を訪れた。同大使

は当国の平和構築・国民和解及び南ア・マダガスカルの関係強化に貢献した。（１３日付ミディ紙）  

 

●仏語圏国際機関（OIF）首脳会議準備状況 

１１月開催予定の第１６回ＯＩＦ首脳会議の準備予算は，２０１６年予算法において２００億アリアリ

が計上されている。１４日，ラジャオベリナ同組織委員会総代表は，政府予算の他に「フランコフォ

ニー友好企業」による３００万ユーロ規模の任意拠出を見込んでいると説明する一方，開催経費

の総額については，見積りを上回る見込みを示しつつも，金額は明示しなかった。１３日，組織委

員会は当地宿泊業者団体(マダガスカル宿泊業飲食業連盟(FHORM))と作業部会を開催し，視察

調査の結果，首都アンタナナリボに宿舎８０軒２,７８１室が存在し，その他に３２０室が建設中であ

ることを確認した。１８日，運営委員会メンバーで構成されるＯＩＦの調査団がマダガスカル側の努

力を評価すべく来訪し，アタラ外相と会談した。ビロドー団長は記者団に対し，首脳会議の準備に

ついてマダガスカル側責任者のアタラ外相と会談した後，首脳会議参加者を受け入れるインフラ

施設の整備状況を評価すべく現地視察を行う旨説明した。（１４日，１９日付当地主要各紙） 

 

●ＥＵ大使の発言  

サンチェス・ベネディトＥＵ大使はラジャオナリマンピアニナ大統領及びラヴェルナリブ首相と共に，

首都アンタナナリボで行われた保健資機材引き渡し式に参加し，グッド・ガバナンス及び汚職の分

野に関連して，「政府が真の取り組みを引き続き行うこと」を求めた。（１５日付当地主要各紙）  

 

●国連事務局長政務担当補佐官の訪問 

２１日から Taye-Brook Zerihoun ニューヨーク国連本部事務局長政務担当補佐官がマダガスカル

を訪問し，アタラ外務大臣などと会談を行った。同補佐官はＳＡＤＣ諸国数カ国を訪問中で，マダ

ガスカルを含め同地域で，紛争防止分野などの協力強化の可能性を探っている。（２２日付ミディ

紙） 
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●外相のＡＵ閣僚執行理事会出席 

マダガスカル外務省関係者によれば，ＡＵ閣僚執行理事会は「マダガスカルは安定化に向けて進

歩が見られ，政治安定化への確かな進展を歓迎し，安堵の意を表明した」模様。アタラ外相は理

事会でアフリカ諸国の外相を前に「マダガスカルの政治・社会・経済の復興のプロセスに対しＡＵ

が関心を持ち続けているのをうれしく思う。現在の政治的安定は政治・治安・民間当事者の意思

が一致し，国際支援グループ（GIS-M）メンバーが粘り強く関与を続けた結果である」と述べた。さ

らに，外相は，英，オランダ，ジョージア及び日本を例に挙げて，各国の外務省高官から二国間会

談の申し入れを受けていることを明らかにした。これら会談では，投資や経済外交の発展につい

て話し合われる予定となっている。（２９日付当地主要各紙） 

 

【経済】 

１． マクロ経済 

●公共投資の増加 

５日，２０１６年予算法が財務・予算省のウェブサイトに掲載されたが，公共投資プログラムが全体

の３６％を占めた。予算については１兆 ６，４６０億アリアリと昨年より２７．７％の増加が見られた。

公共投資の中では社会セクターが３１．２％を占め，続いて農業，観光，畜産，産業などの生産分

野では１８．２％の予算が配分される予定。（５日付ヌーベル紙） 

 

●中期的（２０１６－２０１８）債務戦略の発表 

当国財務・予算省国庫総局及び公的債務局が発表した「中期的（２０１６－２０１８）債務戦略」によ

ると，２０１５年１２月末の債務総額は１１兆２，４３４億アリアリ（３，３１６．６百万ドル相当）となる見

込みであり，うち８兆３，２３７億アリアリ（７４％）は外国からの借款（国際機関債務は７兆１，８０２

億アリアリ（６３％），二国間債務は，１兆１，４３５億アリアリ（１０．２％）），国内債務は２兆９，１９７

億アリアリ（２６％）であり，国内債務のうち財務・予算省証券（ＢＴＡ）は９，６１９億アリアリ（３２．

９％）を占める。また同報告書によると，２０１６年については，外国から４兆８，６９２億アリアリを

借り入れる予定にしており，うち２兆９，３５４億アリアリ（６０．３％）はインフラ計画実施，８，８６９

億アリアリ（１８．２％）は財政ギャップを埋める等の目的に使用される。（６日付当地 Les Nouvelles

紙） 

 

●マダガスカル航空再建計画発表 

２８日，経営不振が続くマダガスカル航空社長は再建計画を発表した。その中には社員４００名の

削減などが含まれていた模様。現在中断しているアンタナナリボ・バンコク便についても，完全に

廃止しないような措置をとる用意があることも明らかになった。 （２９日付当地主要各紙） 

 

２． 貿易・投資 

●クルーズ船の訪問の増加 
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アンドリアンティアナ観光・運輸・気象大臣大臣によると，２０１５年のクルーズ船のマダガスカル訪

問は４件であったが，２０１６年にはクルーズ船のマダガスカル訪問が２６件に増える予定となって

おり，経済効果が期待されている。（６日付エクスプレス紙） 

 

●アジア関連企業の展示会開催 

３月１７日から２０日まで中国，インド，タイ，フィリピン，シンガポールなどの企業５５０社が集まる

ASIA-IO と呼ばれる展示会が行われる予定。（７日付エクスプレス紙） 

 

●印マヒンドラ&マヒンドラ社の進出 

印マヒンドラ&マヒンドラがマダガスカルに進出することが明らかになった。同社はすでにアフリカ２

５カ国に進出しており，価格の安い車輌を売りにしている。（１５日ヌーベル紙） 

 

●ＶＡＴ還付遅延問題 

税務総局は，政府がアンバトビ・プロジェクト等免税企業に還付しなくてはいけない税金の総額は

１３０億アリアリと試算している旨発表した。（２１日付ヌーベル紙） 

            

●マダガスカル，ＡＧＯＡを利用した繊維輸出で世界４位 

２１日，ラベサハラ貿易・消費大臣によると，マダガスカルはＡＧＯＡを利用した米国に対する繊維

の輸出で現在世界４位となったと発表した。２０１５年の１月から１１月まで３，７００万ドルの繊維

分野での輸出を行ったと述べた。（２２日付当地主要各紙） 

 

●チョコレート会社ロベール東京のサロン・デュ・ショコラに初出展 

２６日に東京で開催されたチョコレートの祭典，サロン・デュ・ショコラにマダガスカルのロベール社

が伊勢丹三越の協力の下，初出展した。（２７日付ミディ紙） 

 

●インド対マダガスカル投資 

国際連合貿易開発会議（ＵＮＣＴＡＤ）によると，インドからマダガスカルへの２０１１年から２０１４年

までの投資額は約１０億ドルであったと発表した。鉱物，石油，通信，医療などの分野でインドの

プレゼンスが大きい。（２８日付ラヴェリテ紙） 

 

３． 経済協力 

●ＡＦＤ支援農業生産性改善プロジェクト（ＰＡＰＡＭ）署名式 

７日，ＡＦＤと財政・予算省との間で農業生産性改善プロジェクト（ＰＡＰＡＭ）に関する署名式が行

われた。予算は２４０億アリアリ。１５万人の農業従事者が裨益する予定。（８日付エクスプレス紙） 

 

●ＥＵによる財政支援 



（注）本月報は，主に現地紙における報道を当館限りで日本

語でまとめたものです。記事の中の客観事実は，日本政府や

現地政府の公式見解と異なる場合がありますが，当館では文

責は負いかねますのでご了承ください。 
 

 
 

ＥＵのコミュニケによると，昨年１２月２２日，ＥＵは，第１１次欧州開発基金（ＦＥＤ）の一環で，マダ

ガスカルに対し１，１５０万ユーロ（３９９億６，０００万アリアリ）の財政支援（贈与）を行った。なお，

当初予定されていた１，３００万ユーロのうち，一部については指標の達成度により変動すること

になっており，マダガスカル政府が提出した書類によると，とりわけ基礎保健に関する指標におい

て目標が部分的にしか達成されておらず，また高等法院（ＨＣＪ）も未設置であったため，最終的な

ディスバース額は１，１５０万ユーロとなった。(１９日当地主要各紙) 

 

●独ＧＴＺ，包括的コミューン開発・地方分権化プロジェクト(Prodécid)の開始式開催 

２２日，独ＧＴＺは包括的コミューン開発・地方分権化プロジェクト(Prodécid)の開始式を外務省に

て行った。予算は４００万ユーロで２年間に渡って行われる。（２３日付ヌーベル紙，マラザ紙） 

 

●ＥＵ支援による農林産業振興プログラムの開始式 

１５日，ＥＵ支援による農林産業振興プログラムの開始式が行われ，２，０００万ユーロの支援が

行われることが明らかになった。同支援では４４か月に亘って首都近郊で４，５００ヘクタールの植

林が行われる予定。（２６日付エクスプレス紙） 

 

●アフリカ開銀の下水・ゴミ処理プログラム支援. 

２５日，アフリカ開銀はマダガスカル国内の８都市（総人口１６０万人）の下水・ゴミ処理を目的とし

たプログラムに１８０万ユーロの支援を行うと発表した。（２８日付当地主要各紙） 

 

●ノルウェー政府支援の教育プログラム 

ノルウェー政府は南部地域の教育状況改善のためのプログラムを開始した。予算は１，５００万ド

ルで，ユニセフ，ＩＬＯ，ＷＦＰなどを通じて実施される予定。（３０日付ヌーベル紙） 

 

●国道７号線改修工事開始式 

国道７号改修工事の開始式が行われた。予算は１５０億アリアリで，一部ＥＵが支援することが明

らかになった。（１日付ヌーベル紙） 

 

４． その他 

●南部における栄養失調率 

ＷＦＰと国家栄養事務局（ＯＮＮ）の調査により，南部地域では１２％の児童が栄養失調となってお

り，緊急支援を必要としていることが明らかになった。（１日付ヌーベル紙） 


